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1.　18年３月期の連結業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1) 連結経営成績 (注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 営業収益 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 255,321 ( 27.3) 8,934 ( 23.8) 9,824 ( 23.9)
17年３月期 200,618 (　7.4) 7,218 (　3.6) 7,927 (　7.7)

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

営業収益
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 1,653 (△62.4) 63 01 60 21 3.9 8.1 3.8
17年３月期 4,395 ( 27.1) 245 40 237 61 14.1 7.5 4.0

(注) ① 持分法投資損益 18年３月期 △1百万円 　 17年３月期 － 百万円

　 ② 期中平均株式数(連結) 18年３月期 24,571,366株 　 17年３月期 17,545,182株

　 　 平成17年11月18日付で普通株式1株を1.2株に分割しております。なお、平成18年３月期の１株当たり当期

純利益および期中平均株式数は、期首に分割が行われたものとして計算しております。また、平成17年３

月期の１株当たり当期純利益につき、当該株式分割を加味し遡及修正した数値は、添付資料35頁をご参照

ください。

　 ③ 会計処理の方法の変更 　有 　 　 　 　
　 ④ 営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 連結財政状態 (注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期 128,629 48,261 37.5 1,844 74

17年３月期 113,775 35,481 31.2 2,002 45

(注) 期末発行済株式数(連結) 18年３月期 26,105,128株 　 17年３月期 17,673,706株

　

平成17年11月18日付で普通株式1株を1.2株に分割しております。平成17年３月期の１株当たり株主資本につ

き、当該株式分割を加味し遡及修正した数値は、添付資料35頁をご参照ください。

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 (注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

18年３月期 9,561 △8,280 △1,776 7,237

17年３月期 11,229 △16,019 9,011 7,732

　(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 15社 　持分法適用非連結子会社数 0社 　持分法適用関連会社数 3社

　(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結(新規) 2社　 (除外) 0社　 持分法(新規) 2社　 (除外) 0社

　
2.　19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 営業収益 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

中間期 142,000 5,400 2,600

通期 295,000 12,000 5,700

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　109円17銭
※　１．１株当たり予想当期純利益（通期）につきましては、株式分割（1:2）後の株式数で計算しており

ます。
２．上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の

業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
上記業績予想に関する事項につきましては、添付資料の８頁を参照してください。
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1. 企業集団の状況

当社の企業集団は、当社、子会社14社および関連会社３社と関連会社の子会社１社で構成されており、

食品を中心とした生活関連用品の仕入から加工、小売販売までを一貫して展開する流通事業を主な事業内

容としております。企業集団にかかる位置づけの概要は次のとおりであります。

　

　  会社名  主要な事業内容 

 流通事業  ㈱バロー  スーパーマーケット事業、ホームセンター事業等 

  　  ㈱ユース(注)１  スーパーマーケット事業 

  　  ㈲Ｖマート(注)１  スーパーマーケット事業 

  　  ㈱タチヤ(注)1,6  スーパーマーケット事業 

  　  中部薬品㈱(注)１  ドラッグストア事業 

  　  ㈱岐東ファミリーデパート(注)1  衣料品等の販売、不動産賃貸業 

  　  中部フーズ㈱(注)１  食品加工 

  　  ㈱ダイエンフーズ(注)1,4  食品加工、倉庫業 

  　  ㈱主婦の店商事中部本社(注)1  食品仕入 

  　  ㈱飛騨小坂ぶなしめじ(注)3  きのこ類栽培および販売 

  　  中部流通㈱(注)1  商品仕入および資材調達 

  　  メンテックス㈱(注)1  店舗設備メンテナンス 

  　  中部興産㈱(注)1  物流事業 

　  ㈱いまじん(注)2  書籍、CD、DVD、ゲームの販売及びレンタル事業 

 スポーツクラブ事業  ㈱アクトス(注)1  スポーツクラブ事業 

 その他の事業  ㈱ダイエンフーズ(注)1  温泉事業、宿泊事業 

  　  ㈱中部保険サービス(注)1  保険代理業 

  　 
 ㈱ペットフォレスト
 アカデミー(注)1

 ペットケアアドバイザー養成専門学校 

  　  ㈱ヒルトップ(注)2  観光施設の経営 

　
 農業生産法人ひるがの
 フラワーファーム㈲(注)2,5

 園芸農業果樹の生産販売、畜産農業 

(注) １．連結子会社

２．持分法適用関連会社

３．持分法非適用関連会社

４．流通事業における㈱ダイエンフーズとその他の事業における㈱ダイエンフーズは同一会社であります。

５．その他の事業における農業生産法人ひるがのフラワーファーム㈲は、㈱ヒルトップの子会社であります。

６．㈱タチヤは、平成17年10月１日付で㈲ケイズコーポレーションを吸収合併しております。
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2. 経営方針

(1) 経営の基本方針

当社およびグループ各社は、「創造・先取り・挑戦」を経営理念として掲げ、日常生活において必要な

商品とサービスを幅広く、総合的に提供できるグループの形成を目指しております。これにより、地域の

人々のくらしを豊かにする生活創造企業グループとして、社会に貢献していくことを経営の基本方針とし

ております。

(2) 利益配分に関する基本方針

今後の長期・安定的な事業展開に備え、企業体質の強化のために内部留保を高めつつ、株主各位に対し

て、安定的かつ継続的な配当と利益還元を行うことを基本方針としております。

当期末配当金は、１株につき14円を予定しております。なお、中間配当金として１株当り14円をお支払

しておりますので、１株あたりの年間配当金は前期に引き続き28円となる予定でありますが、当期に実施

した株式分割（１株につき1.2株）を考慮すると年間30円80銭の配当となり実質的に2円80銭の増配となり

ます。

なお、会社法施行後の配当の支払回数等につきましては特段の変更はなく、従来どおり年２回配当（中

間・期末）を継続いたします。

(3) 投資単位の引下げに関する考え方及び基本方針等

当社は、証券市場において適正な株価が形成されるためには、投資家層の拡大、株式の流動性の向上が

資本政策上の重要課題であると認識しております。

こうした考えに基づき、平成17年９月30日および平成18年３月31日最終の株主名簿および実質株主名簿

に記載または記録された株主の所有普通株式１株につき1.2株および２株の割合をもってそれぞれ株式分

割を実施いたしました。

(4) 目標とする経営指標

当社は、総資産経常利益率（ＲＯＡ）の向上を経営目標としております。当面の目標として10％を掲

げ、総資産回転率と経常利益率の改善に努めてまいります。

(5) 中長期的な会社の経営戦略

当社は、リージョナルチェーンストアとして成長する企業を目指し、東海・北陸地区にスーパーマーケ

ット、ホームセンターおよびペットショップの店舗展開を行うとともに、子会社で展開しているドラッグ

ストアとスポーツクラブを集積させて、より地域に密着した魅力ある商業施設を形成し、さらなる業容の

拡大を図ってまいります。また、競争力の強化を図るため、商品開発と店舗運営力の強化を重点課題と

し、そのための人材の育成に注力してまいります。グループ内には、米飯・漬物等の製造会社、店舗の清

掃および設備メンテナンス会社、資材・商品の仕入会社、さらには物流会社などを擁し、グループの相互

協力を深めて、グループ一体となった事業展開を進めてまいります。変化の激しい流通業界において、当

社およびグループ各社の存在価値を高めて成長していくため、次の事項に重点を置いて経営を進めてまい

ります。

①　営業基盤の拡大を図るため、東海・北陸地区に店舗網を一層拡充し、同地区でのエリアドミナント

化を推し進めること。

②　競争優位性のある商品を提供できるよう、マーチャンダイジング力の強化に注力していくこと。

③　収益力の向上を図るため、徹底したローコスト経営を追求していくこと。

④　グループの連携を強め、相乗効果を発揮していくこと。
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(6) 会社の対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、景気回復の兆しが見られるものの、個人消費の本格的な回復までは見込

みにくく、また、原油高を起因とした各原材料等の値上げおよび借入金利上昇によるコスト増など、依然

として厳しい経営環境で推移することが予想されます。

当業界におきましても、まちづくり３法による規制前の大型商業施設の駆け込み出店、価格競争の激化

など、今後も依然として厳しい経営環境が予想されます。

このような経営環境のもと、当社グループといたしましては、スーパーマーケット・ホームセンターを

核とした施設に、ペットショップ・ドラッグストア・スポーツクラブ・家電・書籍・衣料および飲食店等

を集積させ、地域に密着した魅力ある商業施設を形成してまいります。また、当社グループの新規出店、

既存店の活性化を進めながら、優良企業との提携および資本参加を積極的に実施することによって、企業

体質の強化と企業拡大を図ってまいります。

＜流通事業＞

流通事業といたしましては、新規出店および新フォーマットの店舗開発を積極的に進めるとともに、シ

ステム改良しましたV-LINK活用により、商品管理技術の向上、商品ロス・廃棄ロスの撲滅による荒利益率

の改善を図り、更なる業績の向上を目指してまいります。

＜スポーツクラブ事業＞

スポーツクラブ事業といたしましては、新規レッスン、プログラムサービスの提供等、より高い専門資

質を備えた「トレーナー」の育成が出来るよう、教育体制の確立に取り組んでまいります。

＜その他の事業＞

その他の事業といたしましては、社内整備や経営のできる人材の育成、明るい職場とモラルアップを最

大のテーマとして推し進めてまいります。

(7) 親会社等に関する事項

該当事項はありません。

(8) その他会社の経営上の重要な事項

該当事項はありません。
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3. 経営成績及び財政状態

(1) 経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、設備投資の増加や基準地価の上昇および雇用情勢などに改善の

兆しが見られ、企業業績の回復が個人消費の改善をもたらし、景気全般としては堅調に推移いたしまし

た。

当業界におきましては、業種・業態を超えた企業間競争の更なる激化や原油高を起因とする光熱費、包

装資材費、物流コストなどの増加要因もあり、厳しい経営環境が続いております。

このような経営環境のもと、当社グループといたしましては、スーパーマーケット、ホームセンター、

ドラッグストアの新規出店および既存店の増床改装による活性化を推し進め企業拡大につとめるととも

に、新業態への挑戦として食品とノンフードをワンフロアにした大型店舗「スーパーストアバロー戸田

店」を平成17年10月に開設し、「一品大量販売」と「品揃えの充実」を追及してまいりました。

北陸地区に営業基盤を拡大するため、福井県・石川県・滋賀県において食品スーパーマーケットを展開

している株式会社ユースの株式を平成17年４月14日に100％取得し子会社化を行い、同地区でのエリアド

ミナント化を推進してまいりました。

また、岐阜市北西部および近隣地域の営業基盤の拡大を図るため、長良川交通公園株式会社が運営する

ホームセンター３店舗を平成17年10月１日にて譲り受け、同地域でのエリアドミナント化を進めてまいり

ました。

中部薬品株式会社は、株式会社マツモトキヨシとの業務提携を行い、商品の供給による荒利益率の改善

を進めてまいりました。

流通改革の一環として、ＩＴ技術を取り入れた教育システム・パンの一括物流・青果のネットオークシ

ョンの改革およびV-LINKの本格稼動により、商品管理技術・荒利益高の向上を図ってまいりました。

以上の結果、当連結会計年度の連結営業収益は2,553億21百万円(前期比27.3％増)、連結経常利益は98

億24百万円(前期比23.9％増)となりました。また、「固定資産の減損に係る会計基準」を当連結会計年度

に適用したため、特別損失32億86百万円を計上し、連結当期純利益は16億53百万円（前期比62.4％減）と

なりました。

事業のセグメント別の状況は次のとおりです。

＜流通事業＞

流通事業といたしましては、流通過程におけるトータルコストの削減、食の安全確保、環境問題への対

応、お客様へのサービス水準の向上等を課題として取り組んでまいりました。また、スーパーマーケット

およびホームセンター店舗のPOSデータを取引先（メーカー、卸）と共有するV-LINKを活用いたしました。

これにより、顧客ニーズを的確に把握し、PB（プライベートブランド）商品開発を行うことにより品揃え

の充実に努めてまいりました。

さらに、商品発注業務の精度向上を図るとともに、在庫の定位置管理を通した在庫管理レベルアップに

も取り組んでまいりました。

店舗につきまいしては、スーパーマーケット８店舗、ホームセンター５店舗、ドラッグストア10店舗お

よびペットショップ１店舗を開設いたしました。

以上の結果、当連結会計年度の流通事業の営業収益は2,472億73百万円（前期比27.9％増）、営業利益

は82億14百万円（前期比28.4％増）となりました。
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＜スポーツクラブ事業＞

スポーツクラブ事業といたしましては、心と体の健康づくりをテーマに、インストラクターによる個人

ニーズに合ったフィットネスプランに取り組んでまいりました。

また、信頼される企業づくりをテーマとして、全社員、心をこめた接客・サービスが出来るよう行動基

準を定め、実行してまいりました。

店舗につきましては、スポーツクラブ４店舗を開設いたしました。

以上の結果、当連結会計年度のスポーツクラブ事業の営業収益は65億64百万円（前期比18.8％増）、営

業利益は５億78百万円（前期比16.1％減）となりました。

＜その他の事業＞

当事業は、清掃業、保守管理業、保険代理業および温泉事業などを営んでおります。

積極的な外販、新業態分野の開拓に全力を挙げて取り組んでまいりました。

その結果、当連結会計年度のその他の事業の営業収益は17億20百万円（前期比13.0％減）、営業損失は

１億59百万円となりました。

(2) 財政状態

①資産、負債及び資本の状況

（資産の部）

当連結会計年度末の総資産は、前期末と比較して148億54百万円増加し、1,286億29百万円となりま

した。

流動資産は、たな卸資産の増加等で25億70百万円増加し、285億59百万円となり、また、固定資産

は設備投資などにより前期末と比較して122億84百万円増加し、1,000億70百万円となりました。

（負債、資本の部）

負債は、社債の転換、有利子負債の減少があったものの、買掛金の増加により前期末と比較して19

億80百万円増加し、797億42百万円となりました。

また、株主資本は株式の発行および社債の転換により前期末と比較して127億80百万円増加し、482

億61百万円となりました。株主資本比率は37.5％（対前期比6.3ポイント増）となりました。

②キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ16億68百万円減少し、95億61百万円

となりました。これは、たな卸資産の増加額16億31百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ支出は77億39百万円減少し、82億80

百万円の支出となりました。これは主に新規出店による有形固定資産の取得91億81百万円、差入保証

金の支払額21億73百万円および新規連結会社の株式の取得12億19百万円の支出があったものの、有形

固定資産の売却による収入23億６百万円、預り保証金の受入れ13億31百万円の収入があったことによ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは17億76百万円の支出となりました。（前連結会計年度は90億

11百万円の調達。）これは主に、株式の発行による収入64億11百万円があったものの、長期借入金の

返済122億５百万円およびコマーシャルペーパーの償還20億円によるものであります。
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以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前期と比較して４億95百

万円減少し、72億37百万円となりました。

なお、キャッシュ・フロー指標の傾向は下記のとおりであります。

　 　 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期
　 　 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期

 株主資本比率 （％） 24.5 27.1 27.9 31.2 37.5

 時価ベースの株主資本比率 （％） 24.2 30.0 56.3 42.9 103.9

 債務償還年数 （年） 4.0 4.8 5.6 4.0 4.2
 インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍） 17.2 15.9 17.0 30.3 23.6

（注）株主資本比率：株主資本÷総資産

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額÷総資産

債務償還年数：有利子負債÷営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー÷利払い

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象と

しています。

５．利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

(3）通期の見通し

＜連結＞

中間期の連結業績見通しにつきましては、営業収益1,420億円（前期比13.8％増）、連結経常利益

54億円（前期比21.1％増）、連結当期純利益26億円を見込んでおります。

通期の連結業績見通しにつきましては、営業収益2,950億円（前期比15.5％増）、連結経常利益120

億円（前期比22.1％増）、連結当期純利益57億円（前期比244.8％増）を見込んでおります。

＜個別＞

中間期の業績見通しにつきましては、営業収益953億円（前期比15.0％増）、経常利益34億円（前

期比20.0%増）、中間当期純利益18億円を見込んでおります。

通期の業績見通しにつきましては、営業収益2,000億円（前期比16.3％増）、経常利益74億円（前

期比17.9％増）、当期純利益35億50百万円（前期比112.0％増）を見込んでおります。

連結、個別ともに営業収益および経常利益につきましては、概ね順調に推移するものと見込んでおりま

す。

(4）事業等のリスク

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項

には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、決算短信（平成18年５月17日）現在において当社が判断したもので

あります。

１　当社グループの業績に影響を与える要因について

(1) 出店政策について

当社は、岐阜県、愛知県を地盤にスーパーマーケットおよびホームセンターにおいて、生鮮食料品、

一般食料品、日用雑貨品および住居関連商品の販売を主要業務とした流通業を営んでおり、この他に子

会社においてもスーパーマーケット、ドラッグストア、スポーツクラブなどを運営しております。

当社グループでは、今後とも岐阜県、愛知県を中心に、三重県、富山県、石川県、福井県等において

ドミナントエリア化を意図し店舗密度を高めていく方針であり、Ｍ＆Ａによる店舗数拡大も検討してい

く方針ですが、新規出店の基準に合致した物件を確保できない場合や、後述の法的規制等により計画ど
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おりの出店ができない場合には、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

また、当社グループでは新規の出店等に伴う設備投資のために借入金等により資金を調達することも

あり、当期末における連結ベースの有利子負債残高は408億19百万円となっております。このため今後

の金利動向によっては、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 小売業の外部環境について

当社グループの事業は小売業を中心としており、同事業をとりまく外部環境として、今後の景気動

向、価格競争の激化、同業種や異業種との競合の進展状況、消費者に係る税制の変更、食の安全に関す

る問題、天候等の要因により、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 新規事業への参入について

当社グループは、当社グループの事業目的に沿って優良企業との提携および資本参加を積極的に実施

する方針であり、新規事業に参入することも検討いたしております。しかしながら、新規事業の参入に

あたり、外部環境の変化等各種の要因によって、当社グループが期待するとおりの成果をあげられない

場合には、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 自然災害等について

当社グループは、店舗の耐震性、防災対応マニュアルの整備、避難訓練の実施等、自然災害や事故等

に対しできる限りの対策を講じておりますが、地震・台風等の大規模自然災害が発生した場合には、当

社グループの店舗での営業継続や販売商品の調達が影響を受ける可能性があります。特に、当社グルー

プの店舗の多くは岐阜県、愛知県に所在しているため、東海大地震が発生した場合には、事業活動の一

部中断等により当社グループの業績および財政状態に著しい影響を及ぼす可能性があります。

２　当社グループに対する法的規制について

(1) 大規模小売店舗立地法について

当社グループの店舗の出店および増床に際しては「大規模小売店舗立地法」の規制対象となってお

り、店舗面積1,000㎡を超える新規出店および増床については、都道府県または政令指定都市に届出が

義務付けられています。届出後、駐車台数、騒音対策、廃棄物処理について、地元住民の意見を踏ま

え、都道府県・政令指定都市が主体となって審査が進められます。

同法の適用により、当初の計画どおりに店舗の新規開設や既存店舗の増床等ができない場合、当社グ

ループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

なお、今後施行が検討されている「まちづくり３法」の動向によっても、当社グループの業績および

財政状態に影響が及ぶ可能性もあります。

(2) 薬事法について

当社の連結対象子会社であり、ドラッグストア等を運営する中部薬品株式会社は、「薬事法」上の薬

品販売をするにあたり各都道府県の許可・登録・指定・免許および届出を必要としております。従っ

て、当該法令の改正等が中部薬品株式会社の店舗の営業等に影響を及ぼす可能性があります。

また、中部薬品株式会社の店舗の多くでは「薬事法」により薬剤師あるいは薬種商の資格取得者の配

置が義務付けられており、これら資格取得者が十分に確保できない場合には、中部薬品株式会社の出店

政策に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 個人情報の漏洩について

個人情報の管理については、情報端末のセキュリティシステムの強化、社内規程の整備や従業員教育

等により万全を期しておりますが、不測の事態により個人情報が外部に漏洩するような事態に陥った場
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合には、当社グループの社会的信用力が低下し、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。

(4) その他法的規制について

当社グループは、独占禁止法の他、食品の安全管理、環境・リサイクル等に関する法令等に十分留意

して事業活動を行っておりますが、万が一これらの法令に違反する事由が生じた場合には、当社グルー

プの事業活動が制限される可能性があります。また、将来的に当社グループが規制を受けている法令の

変更やあらたな法令の施行等があった場合、各種規制事項を遵守するためのコストが増加することによ

り、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

３　「固定資産の減損に係る会計基準」について

当社グループは、当事業年度より減損会計を適用しておりますが、翌事業年度以降も収益性の低い店

舗等について減損処理がさらに必要となった場合や今後の地価の動向によっては、当社グループの業績

および財政状態にさらなる影響が及ぶ可能性があります。

４　「牧歌の里」事業について

(1) 株式会社ヒルトップ等に対する債務保証等について

当社は、岐阜県郡上市においてテーマパーク「牧歌の里」を第三セクター事業として運営する当社の

関連会社である株式会社ヒルトップの金融機関からの借入金に対し、当期末において、1,957百万円の

債務保証を行っております。また同期末において同社の子会社である農業生産法人ひるがのフラワーフ

ァーム有限会社に対し、当社グループより508百万円の貸付を行っております。

当社は平成８年４月の当該事業開始当時より地域貢献としての要請を受け、株式会社ヒルトップへの

取締役の派遣を含めた支援等を行ってきております。当社は当期末時点において株式会社ヒルトップの

株式を30.9％保有しており、現在当社および当社の子会社から同社に対し非常勤取締役を各１名派遣し

ております。

株式会社ヒルトップおよび農業生産法人ひるがのフラワーファーム有限会社は、当事業年度において

減損会計適用により1,358百万円の減損損失を計上し債務超過に陥りましたが、営業利益は黒字転化し、

当該２社連結後の営業利益は38百万円を計上いたしました。当社では債務保証及び貸付の保全として、

当該事業用土地173,271.06㎡および建物に担保設定をしておりますが、当事業年度末において当該２社

の連結後の債務超過額1,320百万円まで引当処理しております。当該債務保証の履行を余儀なくされた

場合、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 温泉事業について

当社の連結子会社である株式会社ダイエンフーズは、食品加工、倉庫業および上述の「牧歌の里」に

おいて温泉事業を営んでおります。

当社は同社に対し、温泉施設建設資金貸付しており、当期末において、当該貸付金残高は715百万円

となっております。同社の温泉事業部門は、営業開始以後５期連続の部門損失を計上しており、今後の

同部門の事業運営状況等によっては、当社グループの業績および財政状態が影響を受ける可能性があり

ます。
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4. 連結財務諸表等

連結財務諸表

① 連結貸借対照表

　

　 　
前連結会計年度

(平成17年３月31日)

当連結会計年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※１ 　 8,080 　 　 7,336 　 　 △743

　２　受取手形及び売掛金 　 　 1,763 　 　 2,238 　 　 475

　３　有価証券 ※２ 　 29 　 　 ― 　 　 △29

　４　たな卸資産 　 　 11,832 　 　 14,239 　 　 2,407

　５　繰延税金資産 　 　 1,053 　 　 1,065 　 　 12

　６　その他 　 　 3,549 　 　 3,691 　 　 141

　７　貸倒引当金 　 　 △320 　 　 △12 　 　 308

　　　流動資産合計 　 　 25,988 22.8 　 28,559 22.2 　 2,570

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　建物及び構築物 ※１ 71,313 　 　 83,480 　 　 12,167 　

　　　　減価償却累計額 　 △29,498 41,814 　 △38,462 45,018 　 △8,964 3,203

　　２　機械装置及び運搬具 　 1,292 　 　 2,040 　 　 747 　

　　　　減価償却累計額 　 △660 632 　 △1,337 703 　 △676 71

　　３　土地 ※１ 　 15,084 　 　 20,176 　 　 5,091

　　４　建設仮勘定 　 　 1,803 　 　 1,279 　 　 △523

　　５　その他 　 6,621 　 　 7,858 　 　 1,237 　

　　　　減価償却累計額 　 △4,322 2,299 　 △5,507 2,351 　 △1,185 51

　　　有形固定資産合計 　 　 61,634 54.2 　 69,528 54.0 　 7,893

　(2) 無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　営業権 　 　 74 　 　 49 　 　 △25

　　２　連結調整勘定 　 　 2,306 　 　 2,507 　 　 201

　　３　その他 　 　 3,522 　 　 3,833 　 　 310

　　　　無形固定資産合計 　 　 5,902 5.2 　 6,389 5.0 　 487

　(3) 投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　投資有価証券 　 　 2,371 　 　 3,091 　 　 719

　　２　長期貸付金 　 　 20 　 　 23 　 　 2

　　３　繰延税金資産 　 　 1,046 　 　 2,103 　 　 1,056

　　４　差入保証金 ※１ 　 14,323 　 　 16,668 　 　 2,345

　　５　その他 ※2.4 　 2,949 　 　 2,852 　 　 △97

　　６　貸倒引当金 　 　 △463 　 　 △587 　 　 △123

　　　投資その他の資産合計 　 　 20,249 17.8 　 24,152 18.8 　 3,903

　　　固定資産合計 　 　 87,786 77.2 　 100,070 77.8 　 12,284

Ⅲ　繰延資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　社債発行差金 　 　 0 　 　 0 　 　 △0

　　　繰延資産合計 　 　 0 0.0 　 0 0.0 　 △0

　　　資産合計 　 　 113,775 100.0 　 128,629 100.0 　 14,854
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前連結会計年度

(平成17年３月31日)

当連結会計年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 13 　 　 15 　 　 1

　２　買掛金 ※１ 　 14,935 　 　 17,577 　 　 2,641

　３　短期借入金 ※１ 　 12,194 　 　 13,624 　 　 1,430

　４　コマーシャルペーパー 　 　 2,000 　 　 ― 　 　 △2,000

　５　一年以内償還予定社債 　 　 48 　 　 48 　 　 ―

　６　一年以内返済予定

　　　長期借入金
※１ 　 7,192 　 　 11,547 　 　 4,355

　７　未払法人税等 　 　 2,326 　 　 2,203 　 　 △123

　８　賞与引当金 　 　 1,174 　 　 1,515 　 　 340

　９　ポイント債務引当金 　 　 193 　 　 189 　 　 △3

　10　その他 ※２ 　 6,511 　 　 7,845 　 　 1,333

　　　流動負債合計 　 　 46,589 40.9 　 54,566 42.4 　 7,976

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 5,365 　 　 947 　 　 △4,418

　２　長期借入金 ※１ 　 18,464 　 　 14,652 　 　 △3,811

　３　繰延税金負債 　 　 15 　 　 168 　 　 153

　４　退職給付引当金 　 　 1,303 　 　 2,291 　 　 988

　５　役員退職慰労引当金 　 　 1,073 　 　 582 　 　 △491

　６　債務保証引当金 　 　 547 　 　 ― 　 　 △547

　７　預り保証金 　 　 4,344 　 　 5,560 　 　 1,216

　８　持分法適用による負債 　 　 ― 　 　 815 　 　 815

　９　その他 　 　 59 　 　 157 　 　 98

　　　固定負債合計 　 　 31,172 27.4 　 25,176 19.6 　 △5,995

　　　負債合計 　 　 77,762 68.3 　 79,742 62.0 　 1,980

(少数株主持分) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　少数株主持分 　 　 532 0.5 　 625 0.5 　 92

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※６ 　 6,279 5.5 　 11,709 9.1 　 5,429

Ⅱ　資本剰余金 　 　 7,045 6.2 　 12,463 9.7 　 5,417

Ⅲ　利益剰余金 　 　 21,737 19.1 　 23,537 18.3 　 1,800

Ⅳ　その他有価証券

　　評価差額金
　 　 543 0.5 　 588 0.4 　 44

Ⅴ　自己株式 ※６ 　 △125 △0.1 　 △37 △0.0 　 87

　　　 資本合計 　 　 35,481 31.2 　 48,261 37.5 　 12,780

負債、少数株主持分

及び資本合計
　 　 113,775 100.0 　 128,629 100.0 　 14,854
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② 連結損益計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成17年４月１日

  至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅰ　売上高 　 　 193,568 100.0 　 246,374 100.0 　 52,806

Ⅱ　売上原価 　 　 142,761 73.8 　 187,728 76.2 　 44,967

　　　売上総利益 　 　 50,807 26.2 　 58,646 23.8 　 7,838

Ⅲ　営業収入 　 　 7,049 3.7 　 8,946 3.6 　 1,896

　　　営業総利益 　 　 57,857 29.9 　 67,592 27.4 　 9,735

Ⅳ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　広告宣伝費 　 2,826 　 　 3,382 　 　 555 　

　２　包装費 　 13 　 　 48 　 　 34 　

　３　販売消耗品費 　 381 　 　 522 　 　 140 　

　４　集配送費 　 156 　 　 249 　 　 92 　

　５　ポイント債務

　　　引当金繰入額
　 234 　 　 302 　 　 67 　

　６　貸倒引当金繰入額 　 5 　 　 3 　 　 △1 　

　７　役員報酬 　 301 　 　 434 　 　 132 　

　８　給料手当 　 18,448 　 　 21,694 　 　 3,246 　

　９　賞与 　 1,724 　 　 1,963 　 　 238 　

　10　賞与引当金繰入額 　 1,079 　 　 1,463 　 　 384 　

　11　退職給付費用 　 291 　 　 292 　 　 0 　

　12　役員退職慰労

　　　引当金繰入額
　 38 　 　 158 　 　 120 　

　13　法定福利・厚生費 　 2,347 　 　 2,979 　 　 631 　

　14　水道光熱費 　 3,763 　 　 4,112 　 　 349 　

　15　賃借・リース料 　 10,025 　 　 10,699 　 　 674 　

　16　維持修繕費 　 904 　 　 1,191 　 　 287 　

　17　減価償却費 　 4,750 　 　 4,541 　 　 △208 　

　18　連結調整勘定償却額 　 ― 　 　 331 　 　 331 　

　19　その他 　 3,344 50,638 26.2 4,286 58,657 23.8 941 8,019

　　　営業利益 　 　 7,218 3.7 　 8,934 3.6 　 1,715

Ⅴ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 60 　 　 71 　 　 11 　

　２　受取配当金 　 8 　 　 15 　 　 7 　

　３　連結調整勘定償却額 　 80 　 　 ― 　 　 △80 　

　４　事務手数料 　 361 　 　 512 　 　 150 　

　５　賃貸料 　 334 　 　 419 　 　 85 　

　６　その他 　 369 1,213 0.6 627 1,646 0.7 258 432
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前連結会計年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅵ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 381 　 　 428 　 　 47 　

　２　持分法による投資損失 　 ― 　 　 1 　 　 1 　

　３　その他 　 124 505 0.2 326 756 0.3 202 251

　　　経常利益 　 　 7,927 4.1 　 9,824 4.0 　 1,897

Ⅶ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※１ 17 　 　 254 　 　 237 　

　２　投資有価証券売却益 　 ― 　 　 284 　 　 287 　

　３　貸倒引当金戻入益 　 31 　 　 48 　 　 16 　

　４　受入違約金 　 13 　 　 13 　 　 △0 　

　５　債務免除益 　 285 　 　 ― 　 　 △285 　

　６　ポイントカード制度

　　　変更に伴う景品費用

　　　引当金戻入額

　 100 　 　 ― 　 　 △100 　

　７　債務保証引当金戻入額 　 54 　 　 ― 　 　 △54 　

　８　債権償却取立益 　 ― 　 　 85 　 　 85 　

　９　その他 　 25 528 0.3 103 790 0.3 73 262

Ⅷ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却損 ※２ 42 　 　 272 　 　 230 　

　２　固定資産除却損 ※３ 233 　 　 81 　 　 △152 　

　３　減損損失 ※４ ― 　 　 3,286 　 　 3,286 　

　４　投資有価証券売却損 　 0 　 　 0 　 　 △0 　

　５　投資有価証券評価損 　 1 　 　 0 　 　 △1 　

　６　過年度役員退職慰労

　　　引当金繰入額
　 17 　 　 ― 　 　 △17 　

　７　賃借契約解約損 　 14 　 　 ― 　 　 △14 　

　８　店舗閉鎖損失 　 58 　 　 2 　 　 △56 　

　９　貸倒引当金繰入額 　 499 　 　 126 　 　 △373 　

　10　持分法による投資損失 　 ― 　 　 1,323 　 　 1,323 　

　11　その他 　 106 974 0.5 645 5,740 2.3 539 4,765

　　　税金等調整前当期純利益 　 　 7,480 3.9 　 4,874 2.0 　 △2,606

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 3,554 　 　 4,089 　 　 534 　

　　　法人税等調整額 　 △473 3,081 1.6 △881 3,207 1.3 △408 126

　　　少数株主利益 　 　 3 0.0 　 13 0.0 　 9

　　　当期純利益 　 　 4,395 2.3 　 1,653 0.7 　 △2,742
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③ 連結剰余金計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本剰余金期首残高 　 　 4,895 　 7,045 　 2,149

Ⅱ　資本剰余金増加高 　 　 　 　 　 　 　

　１　増資による新株の発行 　 2,143 　 5,424 　 3,281 　

　２　自己株式処分差益 　 6 2,149 ― 5,424 △6 3,274

Ⅲ　資本剰余金減少高 　 　 　 　 　 　 　

　１　自己株式処分差損 　 ― ― 6 6 6 6

Ⅳ　資本剰余金期末残高 　 　 7,045 　 12,463 　 5,417

(利益剰余金の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　利益剰余金期首残高 　 　 17,890 　 21,737 　 3,846

Ⅱ　利益剰余金増加高 　 　 　 　 　 　 　

　１　当期純利益 　 4,395 　 1,653 　 △2,742 　

　２　持分法適用による

      利益剰余金増加高
　 ― 4,395 825 2,478 825 △1,917

Ⅲ　利益剰余金減少高 　 　 　 　 　 　 　

　１　配当金 　 471 　 581 　 109 　

　２　役員賞与 　 77 　 96 　 18 　

　３　自己株式処分差損 　 ― 549 0 677 0 127

Ⅳ　利益剰余金期末残高 　 　 21,737 　 23,537 　 1,800
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④ 連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１　税金等調整前当期純利益 　 7,480 4,874 △2,606

　２　減価償却費 　 4,999 5,300 301

　３　減損損失 　 － 3,286 3,286

　４　連結調整勘定償却額 　 △80 331 411

　５　貸倒引当金の増加額 　 472 50 △422

　６　退職給付引当金の増加又は

      減少額（△）
　 70 △64 △134

　７　役員退職慰労引当金の増加又は

　　　減少額(△)
　 54 △737 △792

　８　ポイント債務引当金の減少額 　 △131 △35 95

　９　債務保証引当金の増加額 　 △54 － 54

　10　受取利息及び受取配当金 　 △68 △87 △18

　11　支払利息 　 381 428 47

　12　固定資産除却損 　 233 81 △152

　13　投資有価証券評価損 　 1 0 0

　14　持分法による投資損失 　 － 1,323 1,323

　15　売上債権の増加額 　 △224 △1 222

　16　たな卸資産の増加額 　 △309 △1,631 △1,322

　17　仕入債務の増加額 　 1,275 377 △897

　18　未払消費税等の増加額 　 3 90 87

　19　未払金・未払費用の増加額 　 499 312 △187

　20　役員賞与の支払額 　 △78 △96 △18

　21　その他 　 48 349 300

　　　　小計 　 14,574 14,153 △421

　22　利息及び配当金の受取額 　 6 37 31

　23　利息の支払額 　 △370 △405 △35

　24　法人税等の支払額 　 △2,981 △4,224 △1,242

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 11,229 9,561 △1,668
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前連結会計年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１　預金の預入れによる支出 　 △387 △111 275

　２　預金の払戻しによる収入 　 596 575 △21

　３　有形固定資産の取得による支出 　 △11,992 △9,181 2,810

　４　有形固定資産の売却による収入 　 200 2,306 2,105

　５　無形固定資産の取得による支出 　 △542 △535 7

　６　投資有価証券の取得による支出 　 △40 △453 △413

　７　投資有価証券の売却による収入 　 75 601 559

　８　貸付けによる支出 　 △436 △237 198

　９　貸付金の回収による収入 　 170 49 △121

　10　差入保証金の支払額 　 △1,097 △2,173 △1,075

　11　差入保証金の返還による収入 　 958 756 △201

　12　預り保証金の受入による収入 　 437 1,331 894

　13　預り保証金の償還による支出 　 △333 △387 △53

　14　連結の範囲の変更を伴う子会社

　　　株式の取得による収入
　 △2,654 △1,219 1,434

　15　連結の範囲の変更を伴う子会社

　　　出資金の取得による収入
　 13 ― △13

　16　関連会社株式の取得による支出 　 △720 ― 720

　17　その他 　 △268 398 623

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △16,019 △8,280 7,739

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１　短期借入金の純増額 　 2,724 804 △1,920

　２　コマーシャルペーパーの純減額 　 ― △2,000 △2,000

　３　長期借入れによる収入 　 5,095 5,748 653

　４　長期借入金の返済による支出 　 △7,455 △12,205 △4,749

　５　社債の発行による収入 　 4,976 ― △4,976

　６　社債の償還による支出 　 ― △48 △48

　７　株式の発行による収入 　 4,043 6,411 2,368

　８　少数株主への株式発行による収入 　 98 ― △98

　９　自己株式の取得による支出 　 △1 △28 △27

　10　自己株式の売却による収入 　 1 124 123

　11　配当金の支払額 　 △469 △582 △113

　12　少数株主への配当金の支払額 　 △1 △1 0

　13　その他 　 △0 ― 0

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 9,011 △1,776 △10,787

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 0 0 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加又は

　　減少額（△）
　 4,221 △495 △4,716

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 3,503 7,732 4,229

Ⅶ　合併による現金及び現金同等物の

　　増加高
　 8 ― △8

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 　 7,732 7,237 △495
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 子会社はすべて連結しております。
連結子会社数　　13社
連結子会社名は、「第１　企業の

概況　４ 関係会社の状況」に記載し
ているため省略しております。

なお、株式会社タチヤ、有限会社
ケイズコーポレーションを子会社化
したため、当連結会計年度より連結
の範囲に含めることとしました。株
式会社ペットフォレストアカデミー
は、当連結会計年度に新たに設立し
たことにより、連結の範囲に含めて
おります。

(1) 子会社はすべて連結しております。
連結子会社数　　15社
連結子会社名は、「第１　企業の

概況　４ 関係会社の状況」に記載し
ているため省略しております。

なお、株式会社ユース、有限会社
Ｖマートを子会社化したため、当連
結会計年度より連結の範囲に含める
こととしました。また、株式会社タ
チヤは、従来連結子会社であった有
限会社ケイズコーポレーションを平
成17年10月１日付で吸収合併いたし
ました。

　 (2) 非連結子会社
該当事項はありません。

(2) 非連結子会社
同左

２　持分法の適用に関する事
項

(1) 持分法適用の非連結子会社
該当事項はありません。

(1) 持分法適用の非連結子会社
同左

　 (2) 持分法適用の関連会社
　　１社　㈱いまじん

(2) 持分法適用の関連会社
　　３社
　　株式会社いまじん
　　株式会社ヒルトップ
　（農）ひるがのフラワーファーム
　　有限会社

前連結会計年度において、持分法
の適用範囲から除いていた株式会社
ヒルトップおよび (農)ひるがのフラ
ワーファーム有限会社は、重要性が
増したことにより、当連結会計年度
より持分法の範囲に含めておりま
す。

　 (3) 関連会社である株式会社ヒルトッ
プ(同社の子会社(農)ひるがのフラワ
ーファーム有限会社を連結後)、株式
会社飛騨小坂ぶなしめじは、当期純
損益および利益剰余金等に及ぼす影
響が軽微であり、かつ全体としても
重要性がないため、持分法の適用範
囲から除外しております。

(3) 関連会社である株式会社飛騨小坂
ぶなしめじは、当期純損益および利
益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要性がない
ため、持分法の適用範囲から除外し
ております。

　 (4)事業年度末日と連結決算日が異なる
会社は㈱いまじん（２月末日決算）
であります。連結財務諸表の作成に
当たっては、同日現在の財務諸表で
作成し、連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連結上必要
な調整を行っております。

(4)持分法適用会社のうち、決算日が異
なる会社については、当該会社の決
算期に係る財務諸表を使用しており
ます。

　

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決
算日は一致しております。

同左

４　会計処理基準に関する事
項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法

　 ①　有価証券
その他有価証券
時価のあるもの

…決算期末日の市場価格
等に基づく時価法(評価
差額は全部資本直入法
により処理し、売却原
価は移動平均法により
算定)

①　有価証券
その他有価証券
時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

…移動平均法による原価

法

時価のないもの

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 ②　たな卸資産

商品……売価還元法による原価

法

ただし、当社在庫であ

るペット動物について

は個別法による原価法

②　たな卸資産

商品……同左

　

　 原材料…最終仕入原価法による

原価法

原材料…同左

　 貯蔵品…最終仕入原価法による

原価法

貯蔵品…同左

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

有形固定資産…定率法

ただし平成10年

４月１日以降に

取得した建物

(建物付属設備

を除く)につい

ては定額法

なお、主な耐用

年数は以下のと

おりでありま

す。

建物及び構築物

10～40年

その他(器具及

び備品)

５～８年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

有形固定資産…同左

　 無形固定資産…定額法

なお、ソフトウ

ェア(自社利用)

については、社

内における利用

可能期間(５年)

に基づく定額法

無形固定資産…同左

　 長期前払費用…定額法 長期前払費用…同左

　 (3) 重要な繰延資産の償却方法

社債発行差金…

　社債償還期間に対応して償
却しております。

(3) 重要な繰延資産の償却方法

社債発行差金…

同左

　

　 (4) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金…

　債権の貸倒れによる損失に
備えて、一般債権について
は、貸倒実績率による計算額
を、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能
性を検討し回収不能見込額を
計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金…

同左

　

　 賞与引当金…
　従業員の賞与の支給に備え
るため、当連結会計期間に負
担すべき支給見込額を計上し
ております。

賞与引当金…

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 退職給付引当金…
　従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末にお
ける退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当連結
会計年度末において発生して
いると認められる額を計上し
ております。
　また、数理計算上の差異
は、主としてその発生時の平
均残存勤務期間以内の一定の
年数(８年～15年)による定額
法により、翌連結会計年度か
ら費用処理することとしてお
ります。

退職給付引当金…
同左

　 役員退職慰労引当金…
　役員の退職慰労金の支給に
備えるため内規に基づく期末
要支給額を計上しておりま
す。

役員退職慰労引当金…
同左

　

　 債務保証引当金…
　債務保証に係る損失に備え
るため、被保証者の財政状態
等を勘案し、損失負担見込額
を計上しております。

債務保証引当金…
―

　
　
　

　 ポイント債務引当金…
　連結子会社の一部は、将来
のポイントに基づく値引きに
備えて、蓄積されたポイント
数のうち、過去の使用実績率
等に基づき、将来使用される
と見込まれる金額を計上して
おります。

ポイント債務引当金…
同左

　 (5) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が、借主に移

転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法
同左

　

　 ――――――――――
　

(6) 重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特
例処理の要件を満たしておりま
すので、特例処理を採用してお
ります。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ
ヘッジ対象：借入金の利息

③　ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスクを回
避する目的で金利スワップ取引
を行っており、ヘッジ対象の識
別は個別契約毎に行っておりま
す。

④　ヘッジの有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要
件を満たしているので決算日に
おける有効性の評価を省略して
おります。
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項目
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 (7) その他の連結財務諸表作成のため
の重要な事項

消費税等の処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

(7) その他の連結財務諸表作成のため
の重要な事項

消費税等の処理方法
同左
　

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

同左

６　連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定は、５年間および８年

で均等償却しております。

同左

　

７　利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。

同左

８　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲に含めた現金及び現金

同等物は、手許現金及び要求払預金の

ほか、取得日より３カ月以内に満期日

が到来する定期預金および当座借越か

らなっております。

同左

　

会計処理の変更

前連結会計年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

―――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これにより、連結営業利益、連結経常利益はそれぞれ

102百万円増加、税金等調整前純利益は3,184百万円減少

しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。

　 （売上原価の計上基準）

スポーツクラブ事業の店舗運営に要する人件費等の経

費は、従来販売費及び一般管理費に含めて計上しており

ましたが、当該事業の売上規模の拡大に伴い経費の金額

的重要性が高まってきたことおよび経営管理上の必要性

が高まったことから、売上高と売上原価との対応関係を

より適正に表示するため、当連結会計年度より売上原価

として計上する方法に変更いたしました。

この変更により、従来と同一の方法によった場合に比

べ、売上原価は5,173百万円増加し、売上総利益、販売費

及び一般管理費は同額減少しております。
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表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

「証券取引法の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）の一部の施行等に伴い、前連結会計年度まで投

資その他の資産「その他」に含めていた投資事業有限責

任組合に類する組合への出資（証券取引法第2条第2項に

より有価証券とみなされるもの）を投資有価証券として

表示することといたしました。

　なお、当連結会計年度の投資有価証券に含まれる当該

出資の額は375百万円であります。

――――――――――

　

　

追加情報

前連結会計年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（事業税）

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。

この結果、販売費及び一般管理費が186百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、そ

れぞれ186百万円減少しております。

――――――――――

　

（ポイント債務引当金）

従来、ポイントカードに蓄積されたポイント数に応じ

て景品と引き換えをしておりましたが、当連結会計年度

から、景品の引き換えに替えて値引き処理することとい

たしました。この変更に伴う損益への影響は軽微であり

ます。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度

(平成17年３月31日)
当連結会計年度

(平成18年３月31日)

※１　担保に供している資産及び対応する債務

(担保に供している資産)

建物 1,584百万円

土地 1,985

計 3,570

※１　担保に供している資産及び対応する債務

(担保に供している資産)

現金及び預金 10百万円

建物 2,152

土地 3,923

差入保証金 124

計 6,211

(上記に対応する債務)

短期借入金 140百万円

一年以内返済予定
長期借入金

332

長期借入金 2,272

計 2,745

(上記に対応する債務)

買掛金 14百万円

短期借入金 190

一年以内返済予定
長期借入金

913

長期借入金 3,700

物上保証 106

計 4,924

※２　前払式証票の規制等に関する法律に基づき担保に

供している資産及び対応する債務

(担保に供している資産)

有価証券 20百万円

投資その他の資産
その他(供託金)

136

計 156

(上記に対応する債務)

流動負債
その他(商品券)

293百万円

――――――――――

３　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。

㈱ヒルトップ 731百万円

農業生産法人ひるがの
フラワーファーム㈲

392

債務保証引当金 △547

計 576

３　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。

㈱ヒルトップ 1,957百万円

持分法適用に伴う負債
（債務保証損失に備えた金額）

△812

計 1,145

　

※４　非連結子会社及び関連会社に対する事項

投資その他の資産
その他(株式)

728百万円

※４　非連結子会社及び関連会社に対する事項

投資その他の資産
その他(株式)

713百万円

５　当社及び連結子会社５社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行15社と当座貸越契約を締結

しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入金未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 34,250百万円

借入実行残高 11,554

差引額 22,696

５　当社及び連結子会社６社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行15社と当座貸越契約を締結

しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入金未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 41,950百万円

借入実行残高 12,554

差引額 29,395

※６　自己株式の保有数

　　連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式48,302株であります。

なお当社の発行済株式総数は、普通株式

17,722,008株であります。

※６　自己株式の保有数

　　連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式15,190株であります。

なお当社の発行済株式総数は、普通株式

26,120,318株であります。
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　固定資産売却益の内訳

運搬具 2百万円

土地 14

有形固定資産その他
(器具及び備品)

0

計 17

※１　固定資産売却益の内訳

運搬具 0百万円

土地 254

計 254

※２　固定資産売却損の内訳

建物 40百万円

運搬具 0

有形固定資産その他
(器具及び備品)

1

計 42

※２　固定資産売却損の内訳

建物 271百万円

運搬具 1

計 272

※３　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 196百万円

機械装置及び運搬具 0

有形固定資産その他
(器具及び備品)

31

建設仮勘定 0

無形固定資産その他
(借地権)

3

無形固定資産その他
(ソフトウエア)

0

投資その他の資産その他
(長期前払費用)

2

計 233

※３　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 28百万円

機械装置及び運搬具 8

有形固定資産その他
(器具及び備品)

31

建設仮勘定 5

無形固定資産その他
(借地権)

6

無形固定資産その他
(ソフトウエア)

0

投資その他の資産その他
(長期前払費用)

0

計 81

―――――――――― ※４　減損損失

当連結会計年度において当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 金額

店舗
土地および
建物等

岐阜県 1,242百万円

愛知県 729

富山県 276

石川県 166

その他 205

遊休
資産等

土地および
建物等

岐阜県 511

愛知県 30

福井県 61

その他 64

計 3,286

（減損損失の認識に至った経緯）

店舗における営業活動から生ずる損益が継続して

マイナスまたは継続してマイナスとなる見込みであ

る資産グループ、および遊休状態にあり今後の使用

目処が立っていない資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。
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前連結会計年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

―――――――――― （減損損失の金額）

建物及び構築物 2,221百万円

機械装置 9

土地 749

有形固定資産その他

（器具備品）
5

営業権 65

無形固定資産その他

（借地権等）
175

差入保証金 6

投資その他の資産その他

（長期前払費用）
54

計 3,286

（資産のグルーピングの方法）

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、

主として店舗を基本単位とし、また遊休資産につい

ては物件単位毎にグルーピングしております。

（回収可能性価額の算定方法）

資産グループの回収可能価額は正味売却価額また

は使用価値により測定しております。正味売却価額

は、建物および土地については不動産鑑定士による

不動産鑑定評価額を基に算定した金額、その他の固

定資産については取引事例等を勘案した合理的な見

積りにより評価しております。また、使用価値は、

将来キャッシュ・フローを4.0％で割り引いて算定し

ております。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 8,080百万円

預け入れる期間が３カ月を
超える定期預金等

△347

現金及び現金同等物 7,732
　

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 7,336百万円

預け入れる期間が３カ月を
超える定期預金等

△98

現金及び現金同等物 7,237
　

２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

　　　㈱タチヤ　　　　　　　　（平成17年3月31日）

　　流動資産 2,284百万円

　　固定資産 1,260

　　繰延資産 0

　　連結調整勘定 2,441

　　流動負債 △538

　　固定負債 △1,027

　　株式の取得価額 4,420

　　現金及び現金同等物 △1,765

　　差引：取得のための支出 2,654

　 　

　　　㈲ケイズコーポレーション（平成17年3月31日）

　　流動資産 37百万円

　　固定資産 192

　　連結調整勘定 1

　　流動負債 △9

　　固定負債 △199

　　株式の取得価額 22

　　現金及び現金同等物 △35

　　差引：取得のための支出 △13

　 　

２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

　　　㈱ユースおよびその子会社１社
　　　　　　　　　　　　　　（平成17年４月１日）

　　流動資産 3,701百万円

　　固定資産 11,659

　　連結調整勘定 533

　　流動負債 △5,481

　　固定負債 △7,203

　　少数株主持分 △62

　　株式の取得価額 3,147

　　現金及び現金同等物 △1,927

　　差引：取得のための支出 1,219

　

―――――――――― ３　重要な非資金取引の内容

　　新株予約権付社債に付された新株予約権の行使

　　資本金増加額 2,186百万円

　　資本準備金増加額 2,183

社債減少額 4,370
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セグメント情報

１　事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日)

　当連結会計期間において、全セグメントの営業利益に占める流通事業の割合が90％以下となったた
め、事業の種類別セグメント情報を開示することといたしました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 流通事業
スポーツクラブ

事業
その他の事業 計 消去 連結

Ⅰ 営業収益及び営業損益 　 　 　 　 　 　

　営業収益 　 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する
　　 営業収益

193,127 5,520 1,970 200,618 － 200,618

　(2)セグメント間の内部
　　 営業収益又は振替高

229 6 7 243 (243) －

計 193,356 5,527 1,977 200,861 (243) 200,618

営業費用 186,959 4,838 1,947 193,745 (345) 193,399

営業利益 6,396 689 29 7,115 102 7,218

Ⅱ 資産、減価償却費
　 及び資本的支出 　 　 　 　 　 　

資産 107,027 8,568 791 116,386 (2,611) 113,775

減価償却費 4,493 436 71 5,001 (2) 4,999

資本的支出 9,608 1,594 5 11,208 － 11,208

　　　 (注) １　事業の区分は、提供する商品とサービスの販売形態により区分しております。

　　　 ２　各事業区分の主な内容

　　　 (1)流通事業・・・・・・・スーパーマーケット、ホームセンター及びドラッグストア

　　　 (2)スポーツクラブ事業・・スポーツクラブ

　　　 (3)その他の事業・・・・・保険代理業、温泉事業等

　

当連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 流通事業
スポーツクラブ

事業
その他の事業 計 消去 連結

Ⅰ 営業収益及び営業損益 　 　 　 　 　 　

　営業収益 　 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する
　　 営業収益

247,041 6,559 1,720 255,321 － 255,321

　(2)セグメント間の内部
　　 営業収益又は振替高

231 4 0 236 (236) －

計 247,273 6,564 1,720 255,558 (236) 255,321

営業費用 239,058 5,986 1,879 246,924 (538) 246,386

営業利益 8,214 578 △159 8,633 301 8,934

Ⅱ 資産、減価償却費
　 及び資本的支出 　 　 　 　 　 　

資産 120,849 9,842 1,201 131,893 (3,264) 128,629

減価償却費 4,696 564 44 5,305 (5) 5,300

資本的支出 7,697 1,458 9,367 9,164 － 9,164

　　　 (注) １　事業の区分は、提供する商品とサービスの販売形態により区分しております。

　　　 ２　各事業区分の主な内容

　　　 (1)流通事業・・・・・・・スーパーマーケット、ホームセンター及びドラッグストア

　　　 (2)スポーツクラブ事業・・スポーツクラブ

　　　 (3)その他の事業・・・・・保険代理業、温泉事業等
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　　　 ３　会計処理の変更

「会計処理の変更」に記載のとおり、提出会社及び国内連結子会社は、当連結会計年度から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

　平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号

　平成15年10月31日）を適用しております。

これにより営業利益は流通事業が119百万円およびその他の事業が17百万円増加、スポーツクラブ事業が

18百万円減少しております。

　

２　所在地別セグメント情報

前連結会計年度および当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社およ

び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

３　海外売上高

前連結会計年度および当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。
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リース取引関係

　
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　 　
取得価額
相当額
(百万円)

　

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

　
期末残高
相当額
(百万円)

建物及び
構築物

　 686　 149　 536

機械装置及び
運搬具

　 250　 150　 99

有形固定資産
その他(器具
及び備品)

　 6,228　 3,120　 3,108

無形固定資産
(ソフトウェ
ア)

　 9　 3　 5

合計 　 7,174　 3,423　 3,750

　 　
取得価額
相当額
(百万円)

　

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

　
期末残高
相当額
(百万円)

建物及び
構築物

　 2,167　 238　 1,929

機械装置及び
運搬具

　 266　 198　 68

有形固定資産
その他(器具
及び備品)

　 7,975　 4,124　 3,851

無形固定資産
(ソフトウェ
ア)

　 9　 5　 4

合計 　 10,418　 4,565　 5,852

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,197百万円

１年超 2,607

合計 3,805

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,392百万円

１年超 4,560

合計 5,953

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 1,329百万円

減価償却費相当額 1,277

支払利息相当額 46

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 1,701百万円

減価償却費相当額 1,586

支払利息相当額 137

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 448百万円

１年超 1,129

合計 1,577

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 781百万円

１年超 3,352

合計 4,133
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関連当事者との取引

前連結会計年度(自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日)

１　子会社等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の

内容又は

職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関係内容
取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

関連会社 ㈱ヒルト

ップ

岐阜県

郡上市
210 観光施設

の経営

所有

直接

30.9

兼任

１名

なし 債 務 保

証

(注)１

731 ― ―

担 保 の

受入

(注)２

731 ― ―

関連会社の子

会社

(農)ひる

がのフラ

ワーファ

ーム㈲

岐阜県

郡上市
3 園芸農業

果樹の生

産販売等

― ― なし 債 務 保

証

(注)１

392 ― ―

担 保 の

受入

(注)２

392 ― ―

　 　 　 　 　 　 　 　
貸付金

(注)３

278 短期貸

付金

278

(注) １　㈱ヒルトップの銀行借入(731百万円　期限平成27年)および(農)ひるがのフラワーファーム㈲の銀行借入(392

百万円　期限平成22年)につき、債務保証を行ったものであります。なお、保証料の受取は行っていません。

２　上記債務保証を保全するため、土地建物の不動産担保を受入しております。

３　貸付金利は、当社借入金平均利率に基づき算出しております。

　

当連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)

１　子会社等

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の

内容又は

職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関係内容
取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

関連会社 ㈱ヒルト

ップ

岐阜県

郡上市
210 観光施設

の経営

所有

直接

30.9

兼任

１名

なし 債 務 保

証

(注)１

1,957 ― ―

担 保 の

受入

(注)２

1,957 ― ―

関連会社の子

会社

(農)ひる

がのフラ

ワーファ

ーム㈲

岐阜県

郡上市
3 園芸農業

果樹の生

産販売等

― ― なし 貸付金

(注)３

230 長期貸

付金

508

(注) １　㈱ヒルトップの銀行借入(1,957百万円　期限平成27年)について債務保証を行ったものであります。なお、保

証料の受取は行っていません。

２　上記債務保証を保全するため、土地建物の不動産担保を受入しております。

３　貸付金利は、当社借入金平均利率に基づき算出しております。
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税効果会計関係

　
前連結会計年度

(平成17年３月31日)
当連結会計年度

(平成18年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金
算入限度超過額

470百万円

未払事業税 197

退職給付引当金損金
算入限度超過額

481

役員退職慰労引当金 438

貸倒引当金繰入額 256

債務保証引当金 220

投資有価証券評価損 64

未実現利益 62

その他 386

繰延税金資産合計 2,579

繰延税金負債

建物圧縮積立金 △91百万円

その他有価証券評価差額金 △391

その他 △10

繰延税金負債合計 △494

繰延税金資産純額 2,084

(注)　当連結会計年度における繰延税金資産の純

額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。

流動資産―繰延税金資産 1,053百万円

固定資産―繰延税金資産 1,046

固定負債―繰延税金負債 15

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金
算入限度超過額

607百万円

未払事業税 197

退職給付引当金損金
算入限度超過額

887

役員退職慰労引当金 233

貸倒引当金繰入額 286

債務保証引当金繰入額 220

投資有価証券評価損 64

減損損失 1,403

未実現利益 60

その他 360

繰延税金資産小計 4,321

評価性引当金 △216

繰延資産合計 4,104

繰延税金負債

建物圧縮積立金 △85百万円

その他有価証券評価差額金 △478

固定資産評価益 △540

繰延税金負債合計 △1,104

繰延税金資産純額 3,000

(注)　当連結会計年度における繰延税金資産の純

額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。

流動資産―繰延税金資産 1,065百万円

固定資産―繰延税金資産 2,103

固定負債―繰延税金負債 168

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.38％

(調整) 　

住民税均等割額 2.53

交際費等永久に損金に算入
されない項目

0.09

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.07

欠損金 △0.53

その他 △1.21

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

41.19

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.38％

(調整) 　

住民税均等割額 3.69

交際費等永久に損金に算入
されない項目

0.24

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.52

子会社欠損金の税効果未認識額 4.90

評価性引当額 10.91

持分法適用に係る連結調整項目

新規連結に伴う減損損失調整額

連結調整勘定

10.97

△9.40

2.75

その他 1.89

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

65.81
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有価証券関係

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

　①株式 657 1,629 971

　②債券 50 52 2

　③その他 5 6 0

　　小計 713 1,687 973

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

　①株式 91 62 △28

　②債券 20 20 －

　　小計 111 82 △28

合計 825 1,770 945

(注)　当連結会計年度末において、その他有価証券で時価のある株式について0百万円減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が、取得原価に比べ40％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、下落率が30～40％の場合には、個別銘柄毎に、株価推移、外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財

務比率の検討等により総合的に判断しております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

①株式 2 － 0

②債券 73 － －

合計 75 － 0

　

３　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

①非上場株式 245

②割引金融債 9

③投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 375

合計 630

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

①債券 　 　 　 　

　国債・地方債等 30 － － －

　その他 － 50 － －

合計 30 50 － －
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当連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

　①株式 753 1,939 1,185

　②債券 － － －

　③その他 － － －

　　小計 753 1,939 1,185

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

　①株式 248 208 △40

　②債券 － － －

　　小計 248 208 △40

合計 1,002 2,147 1,145

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

①株式 543 281 0

②債券 52 2 －

③その他 6 － －

合計 601 284 0

　

３　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

①非上場株式 263

②割引金融債 －

③投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 680

合計 943

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

　

　　　該当事項はありません。
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デリバティブ取引関係

前連結会計年度(自平成16年４月１日　至平成17年３月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自平成17年４月１日　至平成18年３月31日)

当社グループの、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。

　

退職給付関係

　
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は確定給付型の制度として、適

格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は確定給付型の制度として、適

格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △2,315百万円

②年金資産 969

③未積立給付債務(①+②) △1,345

④未認識数理計算上の差異 114

⑤連結貸借対照表
計上額純額(③+④)

△1,231

⑥前払年金費用 △72

⑦退職給付引当金 △1,303

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △3,431百万円

②年金資産 1,117

③未積立給付債務(①+②) △2,314

④未認識数理計算上の差異 112

⑤連結貸借対照表
計上額純額(③+④)

△2,201

⑥前払年金費用 △89

⑦退職給付引当金 △2,291

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 234百万円

②利息費用 42

③期待運用収益 △5

④数理計算上の差異の
費用処理額

19

⑤退職給付費用
(①＋②＋③＋④)

291

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 239百万円

②利息費用 46

③期待運用収益 △7

④数理計算上の差異の
費用処理額

13

⑤退職給付費用
(①＋②＋③＋④)

292

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付債務の
期間配分方法

期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 0.75％

④数理計算上の差異の
処理年数

８～15年

(発生時の従業員の平均

残存勤務期間の年数に

よる定額法により、翌

連結会計年度から費用

処理することとしてお

ります。)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付債務の
期間配分方法

期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 0.75％

④数理計算上の差異の
処理年数

８～15年

(発生時の従業員の平均

残存勤務期間の年数に

よる定額法により、翌

連結会計年度から費用

処理することとしてお

ります。)
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１株当たり情報

　
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 2,002.45円 １株当たり純資産額 1,844.74円

１株当たり当期純利益 245.40円 １株当たり当期純利益 63.01円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

237.61円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

60.21円

　

　当社は、平成17年11月18日付で普通株式１株に対し普
通株式1.2株の割合で株式分割を行いました。なお、当
該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連結
会計年度における１株当たり情報については以下のとお
りとなります。

　 　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　1,668.71円

　 　１株当たり当期純利益　　　　　　　　　  204.50円

　 　潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　　198.01円

(注)　１株当たり当期純利益および潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当期純利益(百万円) 4,395 1,653

普通株主に帰属しない金額(百万円) 　 　

　利益処分による役員賞与金 90 104

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,305 1,548

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,545 24,585

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら
れた当期純利益調整額の主要な内訳（百万円）

－ －

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳（千株）
　 　

　新株予約権 575 1,146

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要
－ －

　

35



重要な後発事象

　

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

　当社は平成17年４月14日に株式会社ユースの株式を取
得し、100％子会社といたしました。当該会社の概要（平
成17年3月31日現在）は次のとおりであります。

　商号 株式会社ユース

　所在地 福井市文京一丁目16番1号

　事業内容 食品スーパーマーケット（30店舗）

　売上高 29,059百万円

　経常利益 28百万円

　資本金 100百万円

　株主資本 4,070百万円

　総資産 15,753百万円

　当社は平成18年２月７日開催の取締役会において、株
式分割を決議いたしました。
株式分割の目的
当社株式の流動性を向上させ、１株当たりの投資単
位を引き下げることにより、個人投資家の増加を図
ることを目的としております。

株式分割の方法
平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿
に記載または記録された株主の所有普通株式１株に
つき２株の割合をもって分割する。

分割により増加する株式
普通株式とし、平成18年３月31日最終の発行済株式
総数に１を乗じた株式数（26,120,318株）とする。

配当起算日
平成18年４月１日

効力発生日
平成18年４月１日

１株当たり情報に及ぼす影響
当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合
の、前連結会計年度における１株当たり情報ならび
に当期首に行われたと仮定した場合の当連結会計年
度における１株当たり情報は、それぞれ次のとおり
であります。

前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額
1,001円22銭

１株当たり当期純利益
金額

　122円70銭
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

118円80銭

１株当たり純資産額
922円37銭

１株当たり当期純利益
金額

31円51銭
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

30円10銭
　

　
　

継続企業の前提

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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5. 生産、受注及び販売の状況

(1) 販売実績

　
前連結会計期間

（自　平成16年４月１日　
　　至　平成17年３月31日）

当連結会計期間
（自　平成17年４月１日　
　　至　平成18年３月31日）

事業の種類別セグメントの名称 金額 構成比 金額 構成比

流通事業 　 　 　 　

スーパーマーケット 132,517 66.0 181,162 70.9

ホームセンター 25,196 12.6 27,806 10.9

ドラッグストア 30,273 15.1 31,702 12.4

その他 5,139 2.6 6,369 2.5

流通事業計 193,127 96.3 247,041 96.7

スポーツクラブ事業 5,520 2.7 6,559 2.6

その他の事業 1,970 1.0 1,720 0.7

合計 200,618 100.0 255,321 100.0

(注) １．セグメント間の取引については、相殺表示しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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連結 

- 1 - 

 
平成１８年５月１７日 

平成１８年３月期連結決算資料   株 式 会 社 バ ロ ー  

（コード番号 9956 東証･名証一部） 
 
連結対象子会社：15社  中部薬品㈱、㈱アクトス、中部流通㈱、中部フーズ㈱、中部興産㈱、 

㈱主婦の店商事中部本社、メンテックス㈱、㈱岐東ファミリーデパート、 
㈱ダイエンフーズ、㈱中部保険サービス、㈱ペットフォレストアカデミー、 
㈱タチヤ、㈲ケイズコーポレーション（平成17年10月1日に㈱タチヤと合併） 

 （新規連結子会社） 
 ㈱ユース、㈲Ｖマート 

 
 
１．当期の業績 
 
 （１）業績概況        （単位：百万円、％） 

H17.3期 Ｈ18.3期  H15.3期 H16.3期 
 伸び率  伸び率 

営 業 収 益 167,426 186,736 200,618 7.4 ２５５，３２１ 27.3

売 上 高 161,313 179,996 193,568 7.5 ２４６，３７４ 27.3

営 業 利 益 6,651 6,970 7,218 3.6 ８，９３４ 23.8

経 常 利 益 6,871 7,359 7,927 7.7 ９，８２４ 23.9

当 期 純 利 益 3,407 3,457 4,395 27.1 １，６５３ △62.4

1 株当たり当期純利益(円) 212.07 207.72 245.40 18.1 ６３．０１ △74.3

1 株当たり株主資本(円) 1,467.56 1,658.27 2,002.45 20.8 １，８４４．７４ △7.9

※営業収益および経常利益につきましては8期連続増収増益、過去最高となりました。 
 （注）固定資産の減損会計適用による減損処理3,286百万円を、特別損失として計上いたしました。 
 
 （２）連結営業収益、経常利益の内訳     （単位：百万円、％） 

営業収益 経常利益 
 

H17.3期 Ｈ18.3期 伸び率 H17.3期 Ｈ18.3期 伸び率 

(a)   

㈱ バ ロ ー 159,375 171,903 7.9 5,615 6,275 11.8

（ 構 成 比 ） (79.4) (67.3) (70.8) (63.9) 

(b)   

グループ会社 61,726 111,531 80.7 2,273 3,945 73.5

（ 構 成 比 ） (30.8) (43.7) (28.7) (40.1) 

(c)   

連 結 調 整 等 △20,482 △28,114 － 38 △396 －

（ 構 成 比 ） (△10.2) (△11.0) (0.5) (△4.0) 

(a+b+c)   

連 結 合 計 200,618 255,321 27.3 7,927 9,824 23.9

（ 構 成 比 ） (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

連 単 倍 率 1.3倍 1.5倍 － 1.4倍 1.6倍 －
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 （３）主な連結子会社の業績      （単位：百万円、％） 
Ｈ18.3期  H15.3期 H16.3期 H17.3期 

 伸び率 

営 業 収 益 28,071 27,598 29,710 ３１，５５７ 6.2

経 常 利 益 130 271 423 ７１３ 68.3

当期純利益 △196 164 195 １ △99.1

総 資 産 11,104 12,309 12,701 １３，０８２ 3.0

中部薬品㈱ 

株 主 資 本 1,887 2,050 2,252 ２，２６１ 0.4

営 業 収 益 3,985 4,923 5,527 ６，５６５ 18.8

経 常 利 益 485 603 633 ５３０ △16.2

当期純利益 281 344 366 １９１ △47.7

総 資 産 5,101 6,578 8,395 ９，７０２ 15.6

㈱アクトス 

株 主 資 本 981 1,309 1,660 １，８３８ 10.8

営 業 収 益 － － － ９，３１０ －

経 常 利 益 － － － ８３６ －

当期純利益 － － － ５６０ －

総 資 産 － － 3,403 ３，４５９ 1.7

㈱ タ チ ヤ 

株 主 資 本 － － 1,512 ２，１８４ 44.4

営 業 収 益 － － － ３０，２０３ －

経 常 利 益 － － － ２６７ －

当期純利益 － － － △４２４ －

総 資 産 － － － １３，１７３ －

㈱ ユ ー ス 

株 主 資 本 － － － ３，６４４ －

 
 
２．当期の財務情報 
 
 （１）経営効率表 

 単位 H15.3期 H16.3期 H17.3期 H18.3期 

 株主資本当期純利益率  ％ 15.5 13.6 14.1 ３．９ 

 株 主 資 本 比 率  ％ 27.1 27.9 31.2 ３７．５ 

◎ 有 利 子 負 債 比 率  ％ 41.0 41.1 39.8 ３１．７ 

 総 資 本 経 常 利 益 率  ％ 8.1 7.9 7.5 ８．１ 

 営 業 収 益 営 業 利 益 率  ％ 4.0 3.7 3.6 ３．５ 

 営 業 収 益 経 常 利 益 率  ％ 4.1 3.9 4.0 ３．８ 

 売 上 総 利 益 率  ％ 25.8 26.0 26.2 ２３．８ 

 総 資 本 回 転 率  回 2.0 2.0 1.9 ２．１ 

 た な 卸 資 産 回 転 率  回 12.5 12.2 12.2 １４．４ 

  ◎ 有利子負債比率＝有利子負債÷総資本×100 
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 （２）業績の内訳       （単位：百万円、％） 
H18.3期 

 H15.3期 H16.3期 H17.3期
実 績 

営 業 

収益比 
増減額 伸び率

営 業 収 益 167,426 186,736 200,618 ２５５，３２１ 100.0 54,702 27.3

売 上 高 161,313 179,996 193,568 ２４６，３７４ 96.5 52,806 27.3

売 上 総 利 益 41,687 46,846 50,807 ５８，６４６ 23.0 7,838 15.4 
（売上総利益率） (25.8%) (26.0%) (26.2%) （２３．８％） － (△2.4%) －

 営 業 収 入 6,112 6,739 7,049 ８，９４６ 3.5 1,896 26.9

営 業 総 利 益 47,800 53,586 57,857 ６７，５９２ 26.5 9,735 16.8

販 売 費 3,029 3,462 3,627 ４，５１３ 1.8 886 24.4

人 件 費 20,129 23,120 24,446 ２９，３１２ 11.5 4,866 19.9

施 設 費 15,559 17,506 19,548 ２０，６７０ 8.1 1,122 5.7
 

そ の 他 管 理 費 2,430 2,525 3,016 ４，１６１ 1.6 1,145 38.0

経 費 合 計 41,149 46,615 50,638 ５８，６５７ 23.0 8,019 15.8

営 業 利 益 6,651 6,970 7,218 ８，９３４ 3.5 1,715 23.8

営 業 外 収 益 798 900 1,213 １，６４６ 0.6 432 35.6 
 営 業 外 費 用 578 511 505 ７５６ 0.3 251 49.7

経 常 利 益 6,871 7,359 7,927 ９，８２４ 3.8 1,897 23.9

特 別 利 益 87 159 528 ７９０ 0.3 262 49.6
 

特 別 損 失 814 1,366 974 ５，７４０ 2.2 4,765 488.9

税金等調整前当期純利益 6,145 6,153 7,480 ４，８７４ 1.9 △2,606 △34.8

法 人 税 等 2,745 2,664 3,081 ３，２０７ 1.3 126 4.1

少 数 株 主 利 益 △7 32 3 １３ 0.0 9 265.3

当 期 純 利 益 3,407 3,457 4,395 １，６５３ 0.6 △2,742 △62.4

 
 （３）営業収益対比率の推移         （単位：％） 

H15.3期 H16.3期 H17.3期 H18.3期  
 増減  増減  増減  増減 

営 業 収 益 100.0  100.0  100.0  100.0  

売 上 高 96.3 0.1 96.4 0.0 96.5 0.1 96.5 0.0 

 売 上 総 利 益 24.9 0.2 25.1 0.2 25.3 0.2 23.0 △2.4 

 営 業 収 入 3.7 △0.1 3.6 △0.0 3.5 △0.1 3.5 0.0 

営 業 総 利 益 28.6 0.2 28.7 0.1 28.8 0.1 26.5 △2.4 

販 売 費 1.8 0.0 1.9 0.0 1.8 △0.0 1.8 0.0 

人 件 費 12.0 0.3 12.4 0.4 12.2 △0.2 11.5 △0.7 

施 設 費 9.3 0.0 9.4 0.1 9.7 0.4 8.1 △1.6 
 

そ の 他 管 理 費 1.5 △0.1 1.4 △0.1 1.5 0.2 1.6 0.1 

経 費 合 計 24.6 0.2 25.0 0.4 25.2 0.3 23.0 △2.3 

営 業 利 益 4.0 0.0 3.7 △0.2 3.6 △0.1 3.5 △0.1 

営 業 外 収 益 0.5 0.0 0.5 0.0 0.6 0.1 0.6 0.0  
 営 業 外 費 用 0.3 △0.0 0.3 △0.1 0.3 0.0 0.3 0.0 

経 常 利 益 4.1 0.1 3.9 △0.2 4.0 0.0 3.8 △0.1 

特 別 利 益 0.1 0.0 0.1 0.0 0.3 0.2 0.3 0.0  
特 別 損 失 0.5 △0.3 0.7 0.2 0.5 △0.2 2.2 1.8 

税金等調整前当期純利益 3.7 0.3 3.3 △0.4 3.7 0.4 1.9 △1.8 

法 人 税 等 1.6 0.1 1.4 △0.2 1.5 0.1 1.3 △0.3 

少 数 株 主 利 益 0.0 △0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

当 期 純 利 益 2.0 0.3 1.9 △0.2 2.2 0.3 0.6 △1.5 
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 （４）財政状態        （単位：百万円、％） 

 H15.3期末 H16.3期末 H17.3期末 H18.3期末 増 減 同 左 
伸び率 

総 資 産 88,434 96,876 113,775 １２８，６２９ (100.0%) 14,854 13.1

流 動 資 産 21,449 20,399 25,988 ２８，５５９ ( 22.2 ) 2,570 9.9

た な 卸 資 産 10,321 11,496 11,832 １４，２３９ ( 11.1 ) 2,407 20.3

固 定 資 産 66,985 76,477 87,786 １００，０７０ ( 77.8 ) 12,284 14.0

株 主 資 本 23,957 27,057 35,481 ４８，２６１ ( 37.5 ) 12,780 36.0

資 本 金 4,135 4,135 6,279 １１，７０９ (  9.1 ) 5,429 86.5

有 利 子 負 債 36,236 39,837 45,263 ４０，８１９ ( 31.7 ) △4,444 △9.8

 
（５）キャッシュ･フロー       （単位：百万円、％） 

H18.3期末  H15.3期末 H16.3期末 H17.3期末
 伸び率 

営業活動によるキャッシュフロー 7,548 7,088 11,229 9,561 △14.9 

投資活動によるキャッシュフロー △8,811 △13,067 △16,019 △8,280 △48.3 

フ リ ー キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー △1,263 △5,979 △4,790 1,281 － 

財務活動によるキャッシュフロー 2,809 3,115 9,011 △1,776 － 

現金及び現金同等物の増加額 1,546 △2,863 4,221 △495 － 

現金及び現金同等物の期末残高 6,367 3,503 7,732 7,237 △6.4 

当 期 純 利 益 （ 単 体 ） 2,566 2,259 2,877 1,674 △41.8 

当 期 純 利 益 （ 連 結 ） 3,407 3,457 4,395 1,653 △62.4 

連 単 倍 率 1.3倍 1.5倍 1.5倍 1.0倍 － 

 
 
３．当期業況の概要 
 
（１）店舗の新設、閉鎖           （単位：店） 

H15.3期 H16.3期 H17.3期 H18.3期 
 

新設 閉鎖 
期 末
店舗数 新設 閉鎖

期 末
店舗数 新設 閉鎖

期 末 
店舗数 新設 閉鎖

期 末
店舗数

㈱ バ ロ ー 16 5 105 15 4 116 14 3 127 14 4 137

スーパーマーケット 9 1 67 11 1 77 9 1 85 8 1 92

ホームセンター 3 1 26 1 1 26 1 1 26 5 1 30内
訳 

ペットショップ他 4 3 12 3 2 13 4 1 16 1 2 15

中 部 薬 品 ㈱ 
（ドラッグストア） 19 11 94 16 5 105 6 8 103 10 2 111

㈱ ア ク ト ス 
（スポーツクラブ） 5 － 20 5 － 25 4 － 29 4 － 33

㈱ タ チ ヤ 
（スーパーマーケット） － － － － － － 7 － 7 － － 7

㈱ ユ ー ス 
（スーパーマーケット） － － － － － － － － － 30 3 27

そ の 他 － － 1 3 － 4 1 － 5 － － 5

合 計 40 16 220 39 9 250 32 11 271 58 9 320

（注）1．平成18年3月期における㈱ユースの新設店は、子会社化によるものであります。 
2．㈱バロー（スーパーマーケット）の店舗数と㈱アクトスの店舗数には、それぞれＦＣ1店舗を含ん

でおります。 



連結 

- 5 - 

（２）地区別店舗数と売上高       （単位：店、百万円、％） 
H18.3期  H15.3期 H16.3期 H17.3期  構成比 

店舗数 107 120 124 １３１ 41.6 
岐阜県 

売上高 91,061 100,287 106,355 １１０，８６０ 46.2 
店舗数 74 81 96 １０２ 32.4 

愛知県 
売上高 45,456 51,198 56,092 ７２，０９９ 30.1 
店舗数 17 21 20 ５２ 16.5 

北 陸 
売上高 14,383 16,116 18,141 ４８，９７５ 20.4 
店舗数 21 24 26 ３０ 9.5 

その他 
売上高 4,827 5,637 6,064 ７，８０９ 3.3 
店舗数 219 246 266 ３１５ 100.0 

５
社
合
計 

合 計 
売上高 155,728 173,239 186,653 ２３９，７４６ 100.0 
店舗数 62 67 70 ７５ 23.8 

岐阜県 
売上高 78,633 87,822 91,415 ９６，０３１ 40.1 
店舗数 21 25 30 ３２ 10.2 

愛知県 
売上高 29,373 35,344 40,935 ４５，０６１ 18.8 
店舗数 11 13 13 １６ 5.1 

北 陸 
売上高 13,534 14,967 16,404 １８，８５５ 7.9 
店舗数 11 11 14 １４ 4.4 

その他 
売上高 2,688 3,120 3,225 ３，５１１ 1.4 
店舗数 105 116 127 １３７ 43.5 

う
ち 

㈱
バ
ロ
ー 

合 計 
売上高 124,230 141,254 151,981 １６３，４６０ 68.2 
店舗数 40 47 48 ５０ 15.9 

岐阜県 
売上高 11,287 11,192 13,556 １３，４６２ 5.6 
店舗数 43 45 47 ５１ 16.2 

愛知県 
売上高 14,392 13,719 12,951 １５，４４４ 6.4 
店舗数 6 8 7 ９ 2.8 

北 陸 
売上高 849 1,149 1,736 １，７９２ 0.8 
店舗数 5 5 1 １ 0.3 

その他 
売上高 984 999 906 ２６５ 0.1 
店舗数 94 105 103 １１１ 35.2 

う
ち 

中
部
薬
品
㈱ 

合 計 
売上高 27,512 27,060 29,150 ３０，９６４ 12.9 
店舗数 5 6 6 ６ 1.9 

岐阜県 
売上高 1,140 1,272 1,383 １，３６６ 0.6 
店舗数 10 11 12 １２ 3.8 

愛知県 
売上高 1,690 2,134 2,205 ２，３２４ 1.0 
店舗数 － － － １ 0.3 

北 陸 
売上高 － － － ７６ 0.0 
店舗数 5 8 11 １４ 4.5 

その他 
売上高 1,154 1,517 1,932 ２，７８４ 1.1 
店舗数 20 25 29 ３３ 10.5 

う
ち 

㈱
ア
ク
ト
ス 

合 計 
売上高 3,985 4,923 5,521 ６，５５２ 2.7 
店舗数 － － － － － 

岐阜県 
売上高 － － － － － 
店舗数 － － 7 ７ 2.2 

愛知県 
売上高 － － － ９，２６９ 3.9 
店舗数 － － － － － 

北 陸 
売上高 － － － － － 
店舗数 － － － － － 

その他 
売上高 － － － － － 
店舗数 － － 7 ７ 2.2 

う
ち 

㈱
タ
チ
ヤ 

合 計 
売上高 － － － ９，２６９ 3.9 
店舗数 － － － － － 

岐阜県 
売上高 － － － － － 
店舗数 － － － － － 

愛知県 
売上高 － － － － － 
店舗数 － － － ２６ 8.3 

北 陸 
売上高 － － － ２８，２５１ 11.8 
店舗数 － － － １ 0.3 

その他 
売上高 － － － １，２４８ 0.5 
店舗数 － － － ２７ 8.6 

う
ち 

㈱
ユ
ー
ス 

合 計 
売上高 － － － ２９，４９９ 12.3 

（注）1．店舗数は期末の店舗数であり、期中閉鎖店は含んでおりません。 
2．㈱バローの北陸の店舗と㈱アクトスの愛知県の店舗には、それぞれＦＣ1店舗を含んでおります。 
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 （３）店舗数および売場面積 
 単位 H15.3期 H16.3期 H17.3期 H18.3期 増 減 

店 舗 数 店 67 77 85 ９２ 7ス ー パ ー 
マ ー ケ ッ ト 売場面積 ㎡ 105,022 123,838 144,119 １５８，１３６ 14,017

店 舗 数 店 26 26 26 ３０ 4
ホームセンター 

売場面積 ㎡ 78,590 80,000 81,155 １０２，３３８ 21,183

店 舗 数 店 12 13 16 １５ △1

㈱
バ
ロ
ー 

ペットショップ 
他 売場面積 ㎡ 5,071 4,839 7,553 ７，９１０ 357

店 舗 数 店 94 105 103 １１１ 8中 部 薬 品 ㈱ 
( ドラッグストア ) 売場面積 ㎡ 50,552 56,901 61,099 ６９，４３５ 8,336

㈱ ア ク ト ス 
( スポーツクラブ ) 店 舗 数 店 20 25 29 ３３ 4

店 舗 数 店 － － 7 ７ －㈱ タ チ ヤ 
(スーパーマーケット) 売場面積 ㎡ － － 3,904 ３，９０４ －

店 舗 数 店 － － － ２７ 27㈱ ユ ー ス 
(スーパーマーケット) 売場面積 ㎡ － － － ２８，１３７ 28,137

そ の 他 店 舗 数 店 1 4 5 ５ －

 
 （４）設備投資（支払ベース）        （単位：百万円） 

 H15.3期 H16.3期 H17.3期 H18.3期 

新 店 投 資 4,819 9,799 9,404 ９，７４６ 

既 存 店 投 資 2,862 2,218 2,078 ２，２７８ 
使途別 
内 訳 

そ の 他 1,904 2,244 2,282 １，６６８ 

㈱ バ ロ ー 7,095 9,819 10,679 ８，９２８ 

中 部 薬 品 ㈱ 1,567 1,118 950 ８５８ 

㈱ ア ク ト ス 923 1,838 2,135 ３，３６５ 

会社別 
内 訳 

そ の 他 － 1,486 － ５４１ 

減 価 償 却 費 ( C F ) 4,026 4,422 4,999 ５，３００ 

 
 （５）従業員数 

 H15.3期 H16.3期 H17.3期 H18.3期 

従 業 員 数 １，９８７名 ２，１２９名 ２，２７４名 ２，８５５名 

平 均 年 齢 ３４．３歳 ３３．８歳 ３４．８歳 ３６．３歳 社 員 
勤 続 年 数 ６．２年 ６．２年 ６．４年 ８．２年 

パート・アルバイト等 ４，５５６名 ５，７４５名 ６，３１５名 ７，７４３名 

パ ー ト 比 率 ６９．６％ ７２．９％ ７３．５％ ７３．１％ 

 ※パート・アルバイト等は８時間換算人数 
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４．次期（平成１９年３月期）の業績予想 
 
（１）中間期および通期予想      （単位：百万円、％） 

 中 間 期 伸 び 率 通  期 伸 び 率 

営 業 収 益 １４２，０００ １３．８ ２９５，０００ １５．５

売 上 高 １３７，０００ １３．６ ２８４，８００ １５．６

営 業 利 益 ５，１００ ２１．５ １１，４５０ ２８．２

経 常 利 益 ５，４００ ２１．１ １２，０００ ２２．１

当 期 純 利 益 ※ ２，６００ － ５，７００ ２４４．８

 
（２）業績予想の主な内訳対比      （単位：百万円、％） 

H18.3期 H19.3期 
 

実  績 
営 業 

収益比 
予  想 

営 業 

収益比 
増減額 伸び率 

営 業 収 益 ２５５，３２１ 100.0 ２９５，０００ 100.0 ３９，６７８ 15.5

売 上 高 ２４６，３７４ 96.5 ２８４，８００ 96.5 ３８，４２５ 15.6

売 上 総 利 益 ５８，６４６ 23.0 ６８，５００ 23.2 ９，８５３ 16.8
 

（売上総利益率） (２３．８％) － (２４．１％) － (０．２％) －

 営 業 収 入 ８，９４６ 3.5 １０，２００ 3.5 １，２５３ 14.0

営 業 総 利 益 ６７，５９２ 26.5 ７８，７００ 26.7 １１，１０７ 16.4

販 売 費 ４，５１３ 1.8 ５，３５０ 1.8 ８３６ 18.5

人 件 費 ２９，３１２ 11.5 ３３，６５０ 11.4 ４，３３７ 14.8

施 設 費 ２０，６７０ 8.1 ２３，９００ 8.1 ３，２２９ 15.6
 

そ の 他 管 理 費 ４，１６１ 1.6 ４，３５０ 1.5 １８８ 4.5

経 費 合 計 ５８，６５７ 23.0 ６７，２５０ 22.8 ８，５９２ 14.6

営 業 利 益 ８，９３４ 3.5 １１，４５０ 3.9 ２，５１５ 28.2

 営 業 外 収 益 １，６４６ 0.6 １，３００ 0.4 △３４６ △21.0

 営 業 外 費 用 ７５６ 0.3 ７５０ 0.3 △６ △0.9

経 常 利 益 ９，８２４ 3.8 １２，０００ 4.1 ２，１７５ 22.1

当 期 純 利 益 １，６５３ 0.6 ５，７００ 1.9 ４，０４６ 244.8
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５．次期の設備投資計画（平成１９年３月期） 
 
 （１）新設店計画     （単位：店） 

 新 設 店 
㈱ バ ロ ー １６ 
中 部 薬 品 ㈱ ２５ 
㈱ ア ク ト ス ８ 
㈱ タ チ ヤ １ 
㈱ ユ ー ス １ 

計 ５１ 
 
（２）設備投資（工事ベース）  （単位：百万円） 

 新設店他 
㈱ バ ロ ー １２，８００ 
中 部 薬 品 ㈱ ２，９３０ 
㈱ ア ク ト ス ２，７００ 
そ の 他 １，３７０ 

計 １９，８００ 
 
 
（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
   ２．記載比率は、小数第一位未満を四捨五入して表示しております。 
 
 




